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海洋環境関連条約対応事業費

事業イメージ

請負事業

ロンドン議定書（船舶からの廃棄物の海洋投入処分の規制）、バラスト

水管理条約（バラスト水の排出による生物の移入への対応）、マルポール

条約（船舶からの油、有害液体物質、廃棄物等による汚染の防止）等につ

いて、我が国は、海洋汚染等防止法によりこれを担保している。

これら海洋環境関連条約に対応するため、海洋汚染等防止法に基づく許

可申請の審査等を適切に実施するとともに、国際的な動向についての情報

収集、国内制度の今後のあり方について検討するための調査等を実施する。

また、ロンドン議定書に対応する海洋汚染等防止法の規定により、二酸

化炭素の海底下廃棄（CCS）が可能となっており、海底下CCS事業の許可

制度を適正に運用する。平成28年４月より、経済産業省が北海道苫小牧に

おいて海底下CCS事業を実施中（国内初の許可事例）であり、令和２年度

も適正に対応していく。

海洋環境の保全・保護を進めるための関連条約（ロンドン議定書、バラスト水管理条約、マルポール条約等）に対

応するため、国内制度を適正に実施するとともに、国際的な動向を把握し、日本における今後の制度のあり方を検討

する。

【令和２年度予算（案） 50百万円（47百万円）】

民間事業者

昭和61年度～

環境省 水・大気環境局 水環境課 海洋環境室 電話：03-5521-9025

■請負先

海洋環境関連条約に対応し、海洋環境の保全・保護を進める。


